
平成24年4月
(2012年)

地球環境部

タイ国気候変動に対する

水分野の適応策立案・実施支援

システム構築プロジェクト

中間レビュー

報 告 書

環境

JR

12-065

独立行政法人 国際協力機構





平成24年4月
(2012年)

地球環境部

タイ国気候変動に対する

水分野の適応策立案・実施支援

システム構築プロジェクト

中間レビュー

報 告 書

独立行政法人 国際協力機構





 

序     文 

 
独立行政法人国際協力機構は、タイ国（以下、「タ」国）関係機関との討議議事録（R/D）に基づ

き、的確な適応策の立案に資する将来の気候変動に伴う水循環変動とこれが水関連災害に与える影響

の評価手法に関する研究開発を目的とする技術協力プロジェクト「気候変動に対する水分野の適応策

立案・実施支援システム構築プロジェクト」を、平成 21年 4月から 5年間の予定で実施しています。 

今般、プロジェクトが協力期間の中間に至ったことから、技術協力の開始からプロジェクト中間時

点までの実績と実施プロセスを確認し、その情報に基づいて、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、
インパクト及び持続性）の観点から日本側・「タ」国側双方で総合的に評価し、プロジェクト後半の

活動計画について協議することを目的として、平成 24年 2月 5日から 25日まで、当機構地球環境部
水資源第一課長である沖浦文彦を団長とする中間レビュー調査を実施しました。 

本調査団は評価結果を合同評価報告書に取り纏め、合同調整委員会に提出するとともに、「タ」国

側の政府関係者とプロジェクトの今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）として署名を取
り交わしました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取り纏めたものであり、今後のプロジェクトの

実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成 24年 4月 
 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部 

部長  江島 真也 
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出典：THE 1st UN WORLD WATER DEVELOPMENT REPORT: Water for People, Water for Life [2003] 
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写     真 

 

 

 
KU 内に設置したサーバー（奥）  

 
RID 内に設置したサーバー 

 

 

 
観測データのモニタリング状況  

 
Flux 観測機器（Tak Fa） 
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合同調整委員会（JCC） 
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略 語 表 

AWS Automatic Weather Station 
BRRAA Bureau of Royal Rainmaking and Agricultural Aviation 
CU Chulalongkorn University 
DMSS Decision Making Support System 

DWR Department of Water Resources 
GPRS General Packet Radio Service 

GPS Geographical Positioning System 

H08 The name of an integrated hydrology and water resources model published in 

Hanasaki et al. (2008) 

IMPAC-T Integrated Study Project on Hydro-Meteorological Prediction and 
Adaptation to Climate Change in Thailand  

JCC Joint Coordinating Committee 
JICA Japan International Cooperation Agency 

JST Japan Science and Technology Agency 

KMUTT King Mongkut’s University of Technology 
KU Kasetsart University 
MM Man-Month 

MUT Mahanakorn University of Technology 
NU Naresuan University 
O&M Operation and Maintenance 

ODA Official Development Assistance 

PCD Pollution Control Department 
PDM Project Design Matrix 

RID Royal Irrigation Department 
SATREPS Science and Technology Research Partnership for Sustainable 

Development 
SiBUC Simple Biosphere including Urban Canopy 
TICA Thailand International Development Cooperation Agency 
TMD Thai Meteorological Department 
TRG Thai Research Group 
UT The University of Tokyo 
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中間レビュー結果要約表 

 1. 案件の概要 
国名：タイ 案件名：タイ国気候変動に対する水分野の適応策立案・実施

支援システム構築プロジェクト 
分野：水資源・防災 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部 協力金額：4.5億円（事前評価時） 
協
力
期
間 

2009年 4 月 – 2014 年 3月（5年間） 先方関係機関：カセサート大学、タイ気象局、王立潅漑局 
日本側協力機関：東京大学、京都大学、東北大学、国立環境
研究所、農業環境技術研究所 
他の関連協力： 

1.1 協力の背景と概要 
タイの主要河川であるチャオプラヤ川は、人口が集中するバンコクとその周辺都市を流れること

から、気候変動は、この地域の自然災害のリスクを高めている。このため、水循環のメカニズムを
理解・モニタリングすることは、水環境の影響を予測し、潜在的なリスクを分析し、将来に備える
ことが重要となっている。JICAは 2009年 1月に「タイ国気候変動に対する水分野の適応策立案・実
施支援システム構築プロジェクト」（IMPAC-T）の詳細計画策定調査のための調査団を派遣した。そ
の結果を受けて、2009 年 3 月に同プロジェクトの実施がタイ・日双方により合意された。プロジェ
クト実施後既に 3 年近くが経過し、これまでのプロジェクトの目標と成果の達成状況を把握し、残
り 2年間の課題を明確にするため、中間レビューを実施した。 
 

1.2 協力内容 
 (1) プロジェクト目標： 

気候変動下の水関連リスクを軽減する適応策立案支援システムが開発される。 
 (2) 成果 

成果１：気候変動にかかる水文気象観測能力が向上する。 
成果２：水循環と人間活動を統合した水循環・水資源モデルが開発される。 
成果３：気候変動の影響と人間活動を考慮した水関連リスク評価手法が開発される。 

 
 (3) 投入実績（2009年 5月〜2012年 2月） 
・日本側： 
専門家派遣 58.8 人月（17名） 
機材供与 フラックス観測装置、テレメトリ観測装置、サーバー等 2340万バーツ相当 
業務費負担 1170 万バーツ（尐額機器、旅費、現地傭人費等） 
研修 本邦研修 8名、タイ国内短期研修（水循環モデル、雨量推定法など）61名 
イベント開催 日本でのワークショップ 2 回、タイ国内でのワークショップ 4 回、タイ国内で

の研究会議 4回、2011年の大洪水に関するシンポジウム/セミナー4 回 
・タイ側： 
カウンターパート配置 52 名（カセサート大、チュラロンコン大、キングモンクット工科大な

ど 5大学、タイ気象局、王立潅漑局など 6 政府機関から参加） 
事業費負担 約 150万バーツ（カセサート大） 
その他 専門家執務室、電気・通信費、秘書給与、参加機関・大学のリソース

とインプット（サーバー、衛星データ、水文データ等）の提供 
 

 2. 評価調査団の概要 
調査者 総括：沖浦 文彦、JICA 地球環境部 水資源第一課 課長 

評価企画、植木 雅浩、JICA地球環境部 水資源第一課 企画役 
評価分析：井田 光泰、合同会社適材適所 シニア・コンサルタント 
SATREPS 計画・評価：井上 孝太郎、独立行政法人 科学技術振興機構（JST）上席フェロー 

調査期間 2012年 2月 5日〜25日 評価種類：中間レビュー 
 3. 評価結果の概要 
3.1 プロジェクトの主な実績 
・成果１： 33の観測サイト（王立潅漑局の観測ステーション、タイ気象局の自動気象ステーション、
フラックス観測システム、気象観測塔など）に、準リアルタイム水文気象データ転送システムを導
入する予定であり、これまでに、10 のステーションで水位と雨量観測データのテレメトリ化が完了
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し、2012 年中半までに残りのシステム設置も完了する予定である。29名の研究者が、こうした活動
や短期研修等を通じて、気候変動の継続観測にかかるシステム開発、運用および管理に必要な知識
と技術の習得を図っている。 

 
・成果２： チャオプラヤ川流域の水循環モデルの開発（H08モデルを改変）がほぼ完了した。農業、
水利用、ダム操作に関するデータを活用し、人間活動を考慮した水循環モデルの検証も行われてい
る。H08 の英語マニュアルも完成済みである。今後、水循環モデルによる流出量の精度向上に取り組
む予定である。 

 
・成果３： 水循環情報統合システムの構築については、システムの仕様検討を経て、カセサート大
学に水循環・水資源モデルの統合を担うデータ統合システム、王立潅漑局とタイ気象局に観測デー
タの統合を担うデータ集積システムをそれぞれ構築した。今後、テレメトリサーバーとの統合とイ
ンターフェイスの開発に取り組む予定である。災害ポテンシャルおよびリスク指数の定義について、
斜面災害については、約 50％のリスク指数が定義された。熱帯豪雨下での洪水・渇水ポテンシャル
推定については、基礎技術として、衛星データによる浸水域抽出手法を開発した。リスク評価や環
境影響評価に関する学会発表や論文執筆については、これまでに 47編の研究論文がタイ・日の研究
者によって投稿された。 

 
・プロジェクト目標： チャオプラヤ川流域のリスク評価のシミュレーションは、洪水対策マスター
プランの一部として 2012 年中半までに実施される。統合情報システムについては、IMPAC-T が取り
組んだチャオプラヤ川流域の関連データ（生データ、モデル、解析・評価結果など）を同じサーバ
ー上にのせて、共有できるようになる予定である。 

 
3.2 ５項目評価の概要 
・妥当性： プロジェクトの妥当性は高いと判断される。タイの第 10 次経済社会開発計画（ 2007 – 

2011 ）で気候変動へ対応して、環境マネジメントの基準を更新することの重要性が強調されている。
IMPAC-T は、タイ政府が気候変動による環境インパクトへの対応能力の向上を目指しており、政策
支援を下支えするものとして妥当性が高い。特に、2011年の大洪水に際して、副大臣が IMPAC-T へ
の期待感を表明するなど、洪水など水害対策に資する研究への期待は、プロジェクト開始以降、非
常に高まっている。環境マネジメントや自然災害対策は、日本政府によるタイへの援助政策の柱の
一つであり妥当である。IMPAC-T のアプローチは、政府機関だけを直接支援するのではなく、タイ
の大学をメイン・ターゲットとして研究活動を行うと同時にタイ気象局や王立潅漑局といった政府
機関の能力強化を図るというものである。これにより、大学と政府機関との連携が強化され、大学
が政府機関のアドバイザー役を果たすと同時に、両者の知識・データ共有が促進されている。こう
した点から、IMPAC-T のアプローチも妥当性が高いと判断される。 

 
・有効性： プロジェクトの効果発現はほぼ期待通りである。IMPAC-T の最終成果品はチャオプラヤ
川流域を対象とした「気候変動下の水関連リスクを軽減する適応策立案支援システムが開発される
こと」である。サーバーによるデータ共有、継続的モニタリング体制の構築など含めて、支援シス
テムの開発は当初計画通りに進んでいる。また、洪水対策マスタープランの更新に向けて、IMPAC-T
では 2012年中半までにこれまでの成果を活かしてシミュレーション結果を提供するなど、支援シス
テムの重要な構成要素の一部が作成されつつある。ただし、「支援システム」の概要・仕様について
は参加者の中でまだ明確な共通理解を得ていないため、今後、この点は、プロジェクトの有効性を
決定する非常に重要なポイントとなる。 

 
・効率性： プロジェクトの効率性はほぼ当初計画どおりである。初年度はプロジェクトはあまり進
捗しなかったが、2年目に新プロジェクト・マネージャーのリーダーシップの下、研究グループの改
変を図り、タイ側の主体性に沿った活動を重視することで、プロジェクト活動が大きく進捗した。
現在 19 の研究グループがあり、そのうち 17 グループについては活発に活動が行われている。
IMPAC-T は共同研究が中心課題であるが、政府機関の職員も含まれるため、彼らへの研修について
は、日本の政府機関（中央・地方）との意見交換や視察の機会を提供できれば、さらに研修効果を
高めることができると思われる。 

 
・インパクト： 潜在的にプロジェクトのインパクトは非常に高い。期待されるインパクトとして、
①資源や降水に関する長期予測のためのデータが、カセサート大学のサーバーに統合システムに置
かれ、政策決定に活用できるようになること、②IMPAC-T で支援した準リアルタイムのモニタリン
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グ・システムを活用して、早期警報システム等が導入されること、③統合システムで、地図とデー
タが公開するため、こうしたデータを活用して斜面災害、干ばつ、海岸浸食などハザードマップの
作成などに活用されること等が期待される。本格的な社会実装への取り組みはこれからだが、土砂
災害の研究グループが、GPRS でカバーされない地域の早期警報システムの導入を政府機関に働きか
けるなど、具体的な動きも見られる。2011年の大洪水では、IMPAC-T はタスク・フォースを結成し、
洪水関連の情報・データをウエブ上で公開するとともに、政府機関や民間企業を招いたセミナーを
開催するなど、洪水対策に資する活動を行った点は社会的貢献として評価できる。 

 
・持続性： 機材の継続性については、フラックス観測機器の管理責任機関がまだ決まっていない、
供与機材についてまだタイ政府の機材として登録されていない、統合システムの開発を担当する研
究者が不足するといった点が若干の懸念材料である。プロジェクト成果の継続性については、今後、
タイ気象局による IMPAC-T で導入した気象観測システムの強化、王立潅漑局によるチャオプラヤ川
流域の 6 河川のデータを統合したデータ管理システムの導入とテレメトリシステムの増強がどこま
でできるかがポイントとなる。研究活動の継続性は、基本的に競争的資金の獲得状況次第である。
衛星による降雨観測や斜面災害研究のグループは、大学内の恒常的な組織である研究センターが担
っているため、予算規模や人員面から継続性が高い。他方、個人や研究室として参加しているメン
バーについては、組織的な連携体制がないので、プロジェクト後も研究者間の協力・連携を促すよ
うな枠組みの導入が望ましい。また、情報・データ共有を進めるための枠組み強化も求められる。 

 
3.3 結論 

IMPAC-T の目的は気候変動による水害リスクの低減である。このために、IMPAC-T では、統合シ
ステムのプロトタイプの統合システム（チャオプラヤ川流域に関する生データ、モデル、解析・評
価結果などの情報をサーバー上で共有するシステム）の開発、準リアルタイムのモニタリングデー
タを早期警報システム、地理情報やモデルを利用したハザードマップの作成についての試行や技術
提案を行う。IMPAC-T が水害リスクの低減に向けた貢献の可能性は非常に大きい。しかし、確実に
社会実装につなげるためには、プロジェクト目標である統合システムの仕様を明確にすると同時に、
社会実装に向けた具体的な計画作りも必要である。 

2011 年の大洪水以降、長期的な対応能力だけでなく、短期的な水害リスク対応への支援が求めら
れるなど、プロジェクトの重要性についての認識が強まっている。IMPAC-T のプロジェクト目標の
達成状況はほぼ順調である。効率性については、当初停滞時期があったが、プロジェクト・マネー
ジャーの交代や研究体制の見直しといったタイ日双方の努力によって、遅れを取り戻した。持続性
については、いくつかリスク要因があり、特に関連する政府機関内で、プロジェクト成果の通常業
務化を図るといった課題への対応が今後重要となる。 

 
3.4 提言 
 社会実装に関する提言 

(1) 関連するタイ政府機関を招いて、雨季の前あるいは最中に尐なくとも 1回セミナーを開催し、
プロジェクトの成果発表、2012 年の洪水予測、社会実装を進めるための予算化要請、組織間
の連携促進等を行うこと。 

(2) 社会実装への取り組みを強化するために、プロジェクト・マネージャーをリーダーとする 20
番目の研究グループを設置し、日本側も 1~2名の専門家が対応すること。 

(3) IMPAC-T とその参加組織が協議して、統合システムのプロトタイプの仕様・範囲等を明確化
すること。 

(4) 一般市民と政策決定者の理解を促進するために、IMPAC-T の活動と想定される成果を平易に
説明したパンフレットを作成すること。 

 研究活動の継続性に関する提言 
(1) プロジェクト期間終了までに、IMPAC-T の研究活動の参加者間の継続的な人的・組織的なネ

ットワークと協力関係を強化するための仕組みや枠組み作りを図ること（具体的な例として、
研究機関・大学がコンソーシアムを結成して、タイ気象局や王立潅漑局などの政府機関とデー
タ共有の合意形成を図るなど）。 

 プロジェクトの運営に関する提言 
(1) プロジェクトの進捗によって、IMPAC-T の方向性とプロジェクト開始前に作成された PDMの

指標の間にズレが生じている。また、いくつかの用語については定義が必要であるため、次回
の合同調整委員会に PDMの改訂内容を提案し、承認を受けること。 

(2) タイの政府機関スタッフに対する本邦研修では、類似業務に携わる日本の政府機関（中央・地
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方）との意見交換や視察の機会も積極的に加えてさらに研修効果を高めること。 
(3) 研究グループの中のコミュニケーションがあまり良くない２グループについては、グループを

再編するなど対応を図ること。 
(4) できるだけ早く供与機材をタイ政府に登録を行い、維持管理予算の確保を図ること。 
(5) 統合システムのプロトタイプを開発するためシステム開発の専門性を有する研究者を配置す

ること。 
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第1章 プロジェクトの概要 

1-1 背景 

タイ国は、主要産業が農業であることに加えて、近年の工業セクターの発展や生活様式の変化など

による水需要の急増と相まって、タイ経済の水資源への依存度が高まっている。この様な中、乾季に

おける水不足、雨季における洪水、天候不順といった気候変動の影響が同国の社会経済に与える影響

は今後一層増大するものと考えられる。 

このような中、タイには、世界各地で解決が求められている典型的な水問題、すなわち洪水被害の

増大、地下水の過剰汲み上げによる地盤沈下、主要河川（チャオプラヤ川）の年流量の長期的な減尐

傾向と渇水及び洪水年における大規模貯水池（ダムを含む）の適切な運用の必要性、国際河川メコン

川の支流におけるダム開発の問題、等が顕在化し集約されており、適切な水資源管理情報に対する社

会的ニーズはきわめて大きい。同時に将来の気候変動に対応するためには、現在の取り組みの一層の

強化が求められており、適切な適応策の立案・実施が極めて重要となっている。しかし、タイ国にお

いても、気候変動長期モニタリングや気候変動に伴う水循環変動に関する水文気象観測、ならびに水

循環・水資源モデルの構築は未だ不十分である。 

以上のような状況のもと、的確な適応策の立案に資する将来の気候変動に伴う水循環変動とこれが

水関連災害に与える影響の評価手法に関する研究開発を行う本案件の実施について、平成 20年度「地
球規模課題対応国際科学技術協力」としてタイより要請された。 

これを受けて JICA は 2009 年 1 月に詳細計画策定調査団を派遣し、カセサート大学をはじめとす
るタイ国関係機関と協力内容について協議を行い、同年 3 月に合意結果をまとめた討議議事録

（Record of Discussion：R/D）に署名した。2009年 4月のプロジェクト開始からすでに 3年近くが経
過し、これまでのプロジェクトの目標と成果の達成状況を把握し、残り 2年間の課題を明確にするた
め、中間レビューを実施した。 

1-2 プロジェクトの枠組み 

プロジェクト目標 
気候変動下の水関連リスクを軽減する適応策立案支援システムが開発される。 

成果目標 
1. 気候変動にかかる水文気象観測能力が向上する。 

2. 水循環と人間活動を統合した水循環・水資源モデルが開発される。 

3. 気候変動の影響と人間活動を考慮した水関連リスク評価手法が開発される。 

1-3 中間レビュー調査団の構成 

氏 名 分 野 所 属 
沖浦 文彦 総括 JICA地球環境部 水資源第一課 課長 
植木 雅浩 評価企画 JICA地球環境部 水資源第一課 企画役 
井田 光泰 評価分析 合同会社 適材適所 シニア・コンサルタント 
井上 孝太郎 SATREPS計画・評価 独立行政法人 科学技術振興機構（JST）上席フェロー 
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1-4 調査スケジュール 

2012年 2月 5日~25 日（詳細は別添資料 1のとおり） 



 

2-1 

第2章 中間レビューの概要 

評価調査の実施ステップは以下の通り。 

（1） 詳細計画策定調査報告書、進捗報告書、中間評価報告書など関連文書に基づく、プロジェクト

の実績とプロセスの確認。 
（2） プロジェクトの実績やパーフォーマンスに関するカセサート大学（KU）、タイ気象庁（TMD）、

王立潅漑局（RID）への質問票の作成と回収 
（3） プロジェクトのカウンターパート（51名）へのアンケート調査 
（4） 専門家、カウンターパート機関の代表者、カウンターパート、リサーチ・アシスタント等プロ

ジェクト関係者へのインタビュー 
（5） プロジェクトの実施サイト（観測機器やサーバーの設置サイト）の視察 
（6） （1）－（5）で得た情報を活用した評価分析の実施（5項目の評価視点は下表の通り）。 
 

評価項目 評価の視点 

妥当性 
タイ政府と受益者のニーズに対するプロジェクトの上位目標とプロジェク

ト目標の整合性・妥当性を見る視点。 

有効性 計画された目標がプロジェクトによってどの程度達成されたかを見る視点。 

効率性 
投入に対してどの程度成果が上がったか、どの程度効率的にプロジェクト

が実施されたのかを見る視点。 

インパクト 
プロジェクト実施による直接的あるいは間接的なプラス・マイナスのイン

パクトを見る視点。特に、プロジェクトの上位目標への貢献度を見る。 

持続性 

カウンターパート機関によるプロジェクト成果の維持性を見る視点。プロ

ジェクトは実施中のため、技術、財政、組織・体制面の現状に照らして、

プロジェクト終了後の自立発展性（見込み）を判断する。 
 
（7） 中間レビュー報告書を作成し、関係者との協議を通して改訂した。報告書には、プロジェクト

のインプット、活動、成果、プロジェクト目標の実績をまとめ、5 項目評価を行い、結論、提
言、教訓を提示した。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入 

（1） 日本側 
1） 専門家 

タイ研究者のカウンターパートとして、合計 17 名の日本人専門家が派遣された。派遣期間の
合計は 2012年 2 月現在で 58.8ヶ月間となっている。専門家のうち、プロジェクト調整員がタイ
に常駐し、研究計画/地球観測を担当する専門家が頻繁にタイに出張し、研究活動の促進・調整
を行った。他の専門家は短期出張ベース（数日～数週間）で活動支援を行った。派遣実績は下表

を参照。 

専門家派遣実績（2009 年 5 月 – 2012 年 2 月） 

分野 派遣人数 延べ派遣月数 
チーフ・アドバイザー 1 1.6 
研究計画/地球観測 1 12.2 
気候変動を考慮した地球観測 4 4.9 
人間活動を考慮した水循環・水利用モデルの構築 3 1.5 
気候変動と人間活動を含めたインパクト・リスク評価 7 4.6 
プロジェクト調整 1 34.0 
合計 17 58.8 

 
2） 日本とタイでの研修 

研修活動はタイと日本で実施されている。タイでの研修は日本からの専門家派遣に合わせた短

期研修などが複数回実施された。日本での研修は、各研究グループのプロポーザルに沿って実施

中である。2012 年 3月に多くのカウンターパートが本邦研修を予定している（第 1, 2, 3 研究グ
ループから 5名、第 12, 13, 7研究グループから 3名、第 16研究グループから 7名、第 19研究グ
ループから 1名、第 20研究グループから 1名）。 

研修実績（2009 年 5 月 – 2012 年 2 月） 

分野・トピック 参加者数（所属組織名） 実施日数 
本邦研修 
気象観測データの転送システム開発 1 (KU) 20 日間 
第１回ワークショップ後の短期研修 7  
タイ国内研修 
人間活動も考慮した水循環・水活用モデ
ルの構築に関する集中講義 

45 (KU, RID, TMD, DWR) 5 日間  

第 1回 H08モデルについての短期研修 6 (KMUTT, RID, TMD) 5 日間 
第 2回 H08モデルについての短期研修 6 (KMUTT, RID, TMD) 4 日間 
面的雨量推定手法についての講義 4 (TMD)  1 日間 
水需要予測についての講義 7 (TMD, RID)  3 日間 
合計 69  

 
3） 経費負担 

日本側のこれまでの経費負担総額は 1170 万バーツ。主な支出科目は、尐額研究機材・器具（290
万バーツ）、旅費（230万バーツ）、航空券代（230万バーツ）、リサーチ・アシスタント給与（195
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万バーツ）となっている。31名のリサーチ・アシスタント（RA）は各研究グループのプロポー
ザルに応じて、日本側が経費を負担している（雇用者は研究グループの責任機関）。リサーチ・

アシスタントの配置は、研究グループ番号で、No. 1, 3, 7, 9, 10, 14, 20が各 1名、No. 6, 8が各 2
名、No. 13が 3名、No. 5が 5名、No. 12, 16が各 6名となっている。下表の通り、プロジェクト
が軌道に乗った 2011年、活動経費の支出が大幅に増加している。 

経費負担実績 （2009 年 5 月 – 2012 年 1 月） 

No 科目 2009 2010 2011* 合計 

1  機材メンテナンス 0  0  0  0  
2  消耗品代 243,694  132,208  2,505,080  2,880,983  
3  輸送代 3,907  9,572  122,284  135,763  
4  通信費 7,477  3,920  74,772  86,169  
5  資材費 6,690  18,165  119,356  144,211  
6  レンタル代 96,316  315,595  969,707  1,381,618  
7  その他の支出 750  745  4,088  5,583  
8  現地コンサルタント契約 0  0  210,489  210,489  
9  現地 NGO 契約 0  0  0  0  
10  傭人費 15,057  45,747  1,933,280  1,994,084  
11  航空代金 1,265,760  378,970  653,142  2,297,872  
12  旅費 1,116,299  310,291  1,032,043  2,458,633  
13  会議費 38,631  85,405  22,120  146,156  
  合計 2,794,581  1,300,618  7,646,361  11,741,560  
* 2011年度は、4月から 1月の合計額 （単位：バーツ） 

 
4） 施設・機材 

主な供与機材は、フラックス観測装置、テレメトリ観測装置、カセサート大学、タイ気象局、

王立潅漑局に設置したサーバーなど総額で 2340 万バーツ。これまでに想定された主要機材の投
入は完了しており、今後、大きな機材供与は見込んでいない。 

供与機材（2009 年 5 月 – 2012 年 1 月） 

機材名 金額 
気象観測センサー（雨量計、自動気象ステーション、土壌水分計等） 3,264,896 
フラックス観測装置（4サイト） 12,031,604 
データ・アーカイブ・サーバー、テレメトリサーバー 3,006,420 
テレメトリ用 GPRS モデム（28セット） 1,018,500 
モデル・シミュレーション用サーバー、ソフトウエア 951,530 
スペクトロ・ラジオメーター（2セット） 1,238,400 
その他（データ自記計、ソフトウエア） 743,920 
センサー設置工事費用 1,164,000 
合計 23,419,270 

（単位：バーツ） 
 

5） 会議、セミナー、ワークショップ 
IMPAC-T は共同研究が主要活動であるため、数多くの研究打ち合わせの機会を設け、他の研

究者との意見交換や情報共有のためにセミナー、ワークショップも複数回開催されている。これ

までに、プロジェクトの初期段階で日タイ双方の研究者を集めて、2回の研究集会が日本で開催
され、タイではタイ側研究者が年 2回国内研究会議を開催し、各研究グループの活動進捗とプロ
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ジェクト運営についての発表が行われている。また、2011 年のチャオプラヤ川の大洪水につい
て緊急のセミナー・ワークショップを開催している。 

IMPAC-T 開催の主要イベント（2009 年 5 月 – 2012 年 2 月） 

イベント名 会場 参加者数 
第 1回内部ワークショップ（2009年 11月 2-7 日） 東京大学 46 
第 2回内部ワークショップ（2010年 3月 27-29日） 京都大学 32 
第 1回シンポジウム（2010年 8月 4-6日） ナコン・ナヨック 53 
第 1回タイ国内研究会議（2010年 10月 4日） カセサート大学 18 
第 2回タイ国内研究会議（2010年 11月 12日） カセサート大学 24 
第 3回タイ国内研究会議（2011 年 4月 23 日） カセサート大学 36 
第 3回内部ワークショップ（2011年 1 月 8-9 日） カセサート大学 65 
第 4回内部ワークショップ（2011年 8 月 5-7 日） カセサート大学 90 
被災地での早期警報システムの説明会と住民意識調査
（2011年 11月 4日） 

ナ・ケオ村集会所 60 

チャオプラヤ川マスタープランと洪水対策に関する特別
ワークショップ（2011 年 11 月 30日） 

バンコク・エメラル
ドホテル 

57 

IMPAC-T - WateR-InTro 共催チャオプラヤ川洪水に関す
るシンポジウム（2011 年 12 月 1 日） 

バンコク・エメラル
ドホテル 

198 

第 9回東南アジア水環境シンポジウム（2011年 12 月 2-3
日）の共催 

バンコク・エメラル
ドホテル 

198 

第 4回タイ国内研究会議（2012年 2月 4日） カセサート大学 40 
 
（2） タイ側 

1） カウンターパート（CP）の配置 
プロジェクトの 1年目は、前任のプロジェクト・マネージャーの運営スタイルとして一部の研

究者だけがカウンターパートとして配置されたのみであった。2011年 1月に発足した新体制後、
王立潅漑局やタイ気象局含め数多くの政府・大学から研究者が集まり、現在 52 名のタイ研究者
が 19の研究グループに所属して、活動を行っている。 

参加組織別の CP の配置状況 

参加組織 CP 数 
カセサート大学 (KU) 8 
タイ気象局 (TMD) 12 
王立潅漑局 (RID) 19 
キングモンクット工科大学 (KMUTT) 3 
公害防止局 (PCD) 1 
チュラロンコン大学 (CU) 3 
水資源局 (DWR) 1 
ナレスワン大学 (NU) 2 
マハナコーン工科大学 (MUT) 1 
タイ王立人工降雨局 (BRRAA) 1 
国立公園・野生動物・植物保全局 1 
合計 52 

 
2） 経費負担 

タイ側は主に資金面ではなく、データ、既存施設・機材の提供といった形で間接的に経費負担

を行っている。特にカセサート大学は比較的積極的な支援を行っている。プロジェクト活動は、

タイ気象局や王立潅漑局にとっては、通常業務の強化を意図するものであり、積極的な活動費提

供が求められるが、現状では観測装置の維持に係る経費などタイ側に負担されていない。王立潅
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漑局の場合、プロジェクトに参加している部署（水文部）は王立潅漑局内で相対的に権限が小さ

いこと、タイ気象局の場合は、組織そのものがまだ弱小であることなどがこうした問題の原因と

なっている。 

タイ側カウンターパート機関の負担内容 

カウンター
パート機関 負担内容 

カセサート
大学 

 IMPAC-T のプロジェクト事務所、事務機器、コンピューター・サーバ

ー室、会議室、空調機器の提供 
 IBM サーバー, GPS, サーバーのオペレーションとメンテナンスコスト

負担 
 インターネット利用含む通信費と電気代（年間約 45 万バーツ） 
 衛星データの提供 
 供与機材の保管料と送料負担 
 カセサート大学研究者の論文投稿の費用負担 

タイ気象局 

 JICAマスタープランのための様々な気象データの提供 
 気象モデルとシミュレーションのためのタイ気象局コンピューターと

サーバーの活用 
 サーバーのオペレーションとメンテナンスコスト負担 

王立潅漑局 

 JICAマスタープランのための様々な水文データの提供 
 他の研究グループからの要請に基づく水文データの提供 
 150箇所の観測ステーションから送られてくるチャオプラヤ川に関する

データの提供 
 テレメトリ装置設置に関する運搬費と労務費の負担 

TICA  プロジェクトの秘書給与負担（23.8万バーツ） 
 

3-2 活動実績 

プロジェクトの実施計画（PO）に沿った活動実績については、別添資料 2の Annex3を参照。 

3-3 成果実績 

PDM（別添資料 2の Annex1）の指標に沿ったプロジェクトの成果発現の状況は次の通り。 

指標 現状と実績 

成果１：気候変動にかかる水文気象観測能力が向上する。 
1.1 継続観測にかかる

方法書/解説書が作
成される。 

【現状】作成中（初版は完成済） 
 フラックス観測とテレメトリ観測のマニュアルは作成中。 
 本邦研修時の集中講義の内容をまとめたチュートリアルの DVD（6枚組み）が作成され、

IMPAC-Tのウエブ上でカウンターパートに公開されている。プロジェクト管理委員会で
は、今後、さらに利用者の閲覧を促進する予定。 

1.2 20名以上のタイ研
究者が気候変動の

継続観測にかかる

システム開発、運用

および管理に必要

な知識と技術を習

【現状】29名への研修はプロジェクト終了まで継続予定。 
これまでの主な研修内容は次の通り。 
 研究グループ 1〜10のメンバーのべ 29名が日本人専門家と連携を取りながら、研究活動
を実施している。日本とタイにおける研究会議と内部ワークショップは、学習機会を提

供するものとなっている。 
 グループ 3, 4, 5（衛星による雨量観測）の 5名とグループ 6（面的レーダー雨量推定）の



 

3-5 

得する。 2名は、日本で短期研修と講義を受けている。 
 グループ 9のメンバー6名とグループ 10の 1名は、人間活動の影響とモンスーンの季節
変動に関して共同でフィールド調査を実施している。 

 グループ 8のメンバー5名は、フラックス観測を月例で実施しており、長期的なモニタリ
ングについて実地研修を受けている。 

1.3 準リアルタイム水

文気象データ転送

システムがチャオ

プラヤ川流域の

TDM および王立潅

漑局によりそれぞ

れの気象観測所に

導入される。 
 

【現状】これまでに 10/33 ステーションでシステムの導入が完了した。2012 年中旬までに
残りのシステムの設置も完了する予定。 
 長期的なモニタリングと研究のための基盤整備がこの成果目標のねらい。 
 水位と雨量観測のため、クワイ・ノイ川流域に王立潅漑局のステーションを新たに 12箇
所設置する予定。設置サイトの選定は終了済みで、設置は 2012年 3月、稼働は 5月を見
込んでいる。この作業は 2011年の洪水のため、3ヶ月ほどの遅れとなっている。 

 上記以外のテレメトリシステムの導入について、メーチャム山岳地域にある王立潅漑局

の 10地点のうち、4地点の既存ステーションの雨量計データがテレメトリ化された。ま
た、メイワンの 8 箇所の王立潅漑局の既存ステーションについてもテレメトリ化を進め
ており、これまでに、2箇所から準リアルタイムでデータ転送が可能となった。 

 タイ気象局については、自動気象ステーション（AWS）がウタイタニーに 1 箇所設置さ
れた。さらに、ランパン、ランプン、ナコン・サワンに各１箇所の AWS を建設する予定
で、建設後、テレメトリ化を行う。また、高層大気の大気の流れを観測するために、ア

ユタヤに気象観測塔を建設中で 2012年 5月完成予定。当初、ウインド・プロファイラー
を設置予定であったが、調達手続きとコスト面から気象観測塔に変更となった。空港は

ウインド・プロファイラーを所持しているが、それ以外、これまでタイでは高層大気を

測る施設がなかった。 
 フラックス観測システムについては 4 箇所に設置する計画で、これまでに 3 箇所が完了
（ラチャブリは水田、タックはキャッサバ畑、タックファーはさとうきび畑に設置）し、

テレメトリ化も完了している。もう 1箇所は 2012年 6月までにパヤオ（森林）に設置す
る予定。蒸発量や CO2のフラックス観測はタイでは比較的新しく、当面、関連する政府
機関や主に大学等の研究機関が活用することを想定している。 

その他  IMPAC-Tでは、タイ気象局と王立潅漑局の継続モニタリングの実施状況と必要地点につ
いての調査を行った。この結果に基づいて、上記指標 3.3 で示した必要な観測地点の数と
位置の決定を行った。調査報告書は日本語版が作成済みであり、2012年 3月までに英語
版（あるいはタイ語版）を作成し、タイ側と共有する予定である。 

成果２：水循環と人間活動を統合した水循環・水資源モデルが開発される。 
2.1 チャオプラヤ川流
域の水循環モデルが開

発される。 

【現状】ほぼ完了 
 人間活動を考慮した水循環・水資源モデルの開発については、全球水循環・水資源モデ

ル H08を改変することで、チャオプラヤ川全流域を対象とした 5分解像度の水循環モデ
ルを構築した。気象グリッドデータ、地理グリッドデータは SiBUCモデルチームが開発
したものを利用した。 

 2012 年中半までに、水需要と作付カレンダーを統合してシミュレーションを行う予定。
H08 モデルは日本側専門家の支援を受けながら、キングモンクット工科大学のメンバー

が進めている。 
 SiBUC モデルはチュラロンコン大学のメンバーを中心に進められている。これまで現地

調査、文献レビューなど中心であったが、2012年 3月に本邦研修が予定されており、そ
の後進捗が進むことが期待される。 

2.2 人間活動を考慮し
た水循環モデルが開発

される。 

【現状】完了 
 農業、水利用、ダム操作に関する現地データが集まりつつあり、学会投稿や論文投稿に

おいて検証データとして利用している。 
2.3 統合水循環・水資
源モデルにかかる方法

論/解説書が作成され
る。 

【現状】ほぼ完了 
 H08 の英語マニュアル（UNIX/Fortran/Bourne Shell Scripts Self-Study Text, H08 user's 

manual）は完成済みで、洪水対策マスタープラン用のチュートリアルも 2012年中半まで
に作成予定。 

2.4 統合水循環・水資
源モデルによる流出量

が±20％以内の精度で
推定される。 

【現状】継続中（精度向上はプロジェクト終了まで継続して取り組む） 
 1980年から 2004年の長期シミュレーションを実施して、雨季初期・雨季末期の流出形成
の違いに留意し、水文パラメータの同定を行っている。モデルの精度向上は、モデル開

発が完了したため、今後、継続的に進めて行く課題である。 
成果３：気候変動の影響と人間活動を考慮した水関連リスク評価手法が開発される。 
3.1水文気象データお 【現状】継続中（ハードウエアの設置は完了し、ソフトウエア開発を実施中） 
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よびシミュレーション

結果が影響評価に統合

される。 

 水循環情報統合システムの構築については、システムの仕様検討を経て、カセサート大

学に水循環・水資源モデルの統合を担うデータ統合システム、王立潅漑局とタイ気象局

に観測データの統合を担うデータ集積システムをそれぞれ構築した。今後、テレメトリ

サーバーとの統合とインターフェイスの開発に取り組む予定である。 
3.2 現在および将来の
災害ポテンシャルおよ

びリスク指数が定義さ

れる。 

【現状】継続中（グループ 15 – 20が取り組んでいる） 
 斜面災害については、約 50％のリスク指数が定義された。熱帯豪雨下での洪水・渇水ポ
テンシャル推定については、基礎技術として、衛星データによる浸水域抽出手法を開発

した。 
 海岸浸食評価については、27 地点における過去の潮位変化特性の解析を行い、今後、解
析結果を活用して、海面上昇による砂浜消失面積の予測を行う予定。 

3.3 リスク評価および
環境影響評価のための

方法書/解説書が作成
される。 

【現状】継続中 
 どれだけリスク評価や環境影響評価に取り組まれることが重要であるため、方法書/解説
書の作成ではなく、リスク評価や環境影響評価に関する学会発表や論文執筆を指標をす

る。これまでに、47編の研究論文がタイ・日の研究者によって投稿された。 
3.4 気候変動の適応策
として準リアルタイム

リスク指数が開発さ

れ、予警報システムに

活用される。 

【現状】2012年 4月から、得られた成果を活用し、着手する。 
 3.2 に沿って、長期の気候変動・水資源変動の影響評価、短期ではテレメトリデータの公
開、気象予報を利用した短期水災害予報、ハザードマップ（土砂災害、海岸浸食マップ、

干ばつ予測など）への活用が見込まれる。 

プロジェクト目標：気候変動下の水関連リスクを軽減する適応策立案支援システムが開発される。 

同システムによる水関

連リスク軽減に資する

情報や提言がウエブ上

に公開される。 

【現状】継続中 
 チャオプラヤ川流域のリスク評価のシミュレーションは、洪水対策マスタープランの一

部として 2012年中半までに実施される。  
 統合情報システムには、IMPAC-Tが取り組んだチャオプラヤ川流域の関連データ（生デ
ータ、モデル、解析・評価結果など）を同じサーバー上にのせて、共有できるようにす

る。 
 

 

3-4 実施プロセス 

 IMPAC-T は JICAと JSTが共同でタイの実施機関を支援するプロジェクトである。実施中心機
関はカセサート大学で、タイ気象局と王立潅漑局も日本側に対するカウンターパート機関とな

っている。他にも政府機関と研究機関が合同調整委員会のメンバー組織として参加している。

また、組織参加していないが、タイ研究者のネットワークを通して、個人レベルで研究グルー

プに参加しているメンバーも含まれている。 
 日本側の実施体制としては、東京大学が研究活動の主幹組織として支援しているが、他に京都

大学、北海道大学、東北大学、京都大学、東京工業大学、福島大学、農業環境技術研究所など

複数の大学・研究機関もメンバーとなっている（タイ日双方からの参加組織の構成については

別添資料 2の Annex4を参照）。 
 年 1回の合同調整委員会がプロジェクト全体の運営と意思決定を行っている。また、東京大学、

カセサート大学、タイ気象局、王立潅漑局の代表者 4名からなる運営委員会が月例会を開催し、
プロジェクトの運営と活動促進・調整を行っている。プロジェクトの日常的なマネジメントに

ついては、4〜5 名からなるワーキンググループが毎週ミーティングを持っている。合同調整
委員会と運営委員会の議事録はメーリングリストや IMPAC-T のウエブサイトを通してメンバ
ーと共有されている。 

 プロジェクト開始から約 1年間、タイ側のプロジェクト・マネージャーによるプロジェクト運
営スタイルの問題（参加メンバーの数を制限し、メンバー間のコミュニケーション・チャンネ

ルが不明瞭）が影響し、活動が停滞した。このため、日タイ双方で改善に向けての協議を重ね
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た結果、プロジェクト・マネージャーを交代し、同時に研究テーマに沿って、研究者からのプ

ロポーザルを募ることで、広範な研究者が参加することとなった。これにより、2 年目以降、
プロジェクト活動の進捗が進んだ。 

 特に 2011年 1 月の第 3 回タイ国内研究グループ会議では、それまで各グループが数ヶ月かけ
て練ってきた 19の研究プロポーザルを承認したことで、各メンバーの研究計画とスケジュー
ルが明確になった（各研究グループの構成については別添資料 2 の Annex5 を参照）。本邦研
修の回数や時期など含めて、基本的にはプロポーザルに沿って実施されている。また、リサー

チ・アシスタントの雇用についてもプロポーザルに沿って JICAが傭人費を提供している。 
 2011年のチャオプラヤ川の大洪水は IMPAC-T へ大きな影響を与えた。IMPAC-T として調査チ

ームを結成し、10 月中旬に調査を実施し、政府高官、企業（日系企業含む）など広範な参加
者を招いたセミナー/ワークショップ等で結果発表やメディアでの発言など積極的な情報発信
を行った。こうした取り組みにより、IMPAC-T に対する認知と期待が高まった。また、JICA
が、1999 年に策定したチャオプラヤ川流域の洪水対策のマスタープランの更新を行う中で、
IMPAC-T が開発したモデルによるシミュレーションを行うといった貢献も期待されている。

マスタープランの更新は 2012年中半に完了する予定である。一方で、2011年の洪水は、当初
予定していた機材供与や設置工事の遅延といった問題も生じさせたが、プロジェクト活動を大

きく阻害するまでの影響はなかった（数ヶ月分の遅れはあったが）。 
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第4章 中間レビュー結果 

4-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 タイの第 10次経済社会開発計画（2007 – 2011）では、気候変動などの環境変化とその結果と
しての天然資源への影響への対応は、タイにとって新しい政策課題であり、これまでの環境マ

ネジメントの基準を更新することの重要性が強調されている。IMPAC-T は、タイ政府が、気

候変動等による環境インパクトへの対応を図る能力の向上を目指しており、政策支援を下支え

するものとして妥当性が高い。特に、2011年の大洪水に際して、副大臣が IMPAC-T への期待
感を表明するなど、洪水など水害対策に資する研究への期待は、プロジェクト開始以降、非常

に高まっている。 
 日本政府によるタイへの援助は、産業生産性向上など持続的成長のための競争力強化、環境マ

ネジメントや自然災害対策、そして社会的弱者支援など社会の成熟化に伴う問題への対応、第

三国に対する共同支援、地方行政サービス向上などの特別課題の４つの柱からなる。IMPAC-T
は 2 つ目の新たな課題への対応に沿っている。また、2011 年の大洪水では、アユタヤとパト
ムタニーの工業団地が甚大な被害を受けるなど日系企業を含め産業への影響が大きかった。持

続的な工業開発という視点からも、IMPAC-T の重要性が認められる。 
 IMPAC-T のアプローチは、政府機関だけを直接支援するのではなく、タイの大学をメイン・

ターゲットとして研究活動を行うと同時にタイ気象局や王立潅漑局といった政府機関の能力

強化を図るというものである。今回の中間レビューでの関係者へのヒアリング結果によれば、

このアプローチにより、大学と政府機関との連携が強化され、大学がアドバイザーやファシリ

テーターとして政府機関を継続的に支援する可能性が生まれたこと、双方での知識・情報共有

が促進されたことを IMPAC-T のメリットとして挙げている。こうした点から、IMPAC-T のア
プローチも妥当性が高いと判断される。 

4-2 有効性 

プロジェクトの効果発現はほぼ期待通りである。 

 IMPAC-T に期待される最終的な成果品はチャオプラヤ川流域を対象とした「気候変動下の水

関連リスクを軽減する適応策立案支援システムが開発されること」である。サーバーによるデ

ータ共有、継続的モニタリング体制の構築など含めて、支援システムの開発は当初計画通りに

進んでいる。また、洪水対策マスタープランの更新に向けて、IMPAC-T では 2012年中半まで
にこれまでの成果を活かしてシミュレーション結果を提供するなど、支援システムの重要な構

成要素の一部が作成されつつある。 
 タイ側が支援システムの開発・運用を行う能力を身につけることも重要な目的であり、共同研

究を通した能力強化もプロジェクト期間終了まで取り組まれる。特にタイ気象局と王立潅漑局

については、組織面、人材面から、IMPAC-T で導入・強化された成果（例えば通信事情が悪

い山岳地域のテレメトリシステム運用や衛星雨量観測）が通常業務として導入されてはじめて

事業効果があったと言える。 
 今回の中間レビューで関係者へのヒアリングを行った。この中で、ほぼ共通する認識は、各研
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究者と研究グループは、研究の結果については明確なイメージを持っているが、その先の最終

成果品となる「支援システム」の概要・仕様についてまだ明確な共通理解を得ていないことで

ある。今後、この点は、プロジェクトの有効性を決定する非常に重要なポイントとなる。 
 上記以外の IMPAC-T の効果としては、次の点を挙げることができる。 

 タイ側だけに限定しても 52名の研究者・政府職員が共同研究に従事しており、参加組織・
研究者レベルでの連携関係の構築が進んでいる。中間レビューのインタビューでは、多く

の回答者が大学・研究機関と政府機関が共同研究を行うことは始めての経験と回答してお

り、IMPAC-T が両者の連携を促進する役割を果たしている。 
 IMPAC-T で導入したアーカイブ・サーバー等を通じて、タイの政府機関と大学・研究機

関とのデータ共有が進んだことも大きなメリットである。カセサート大学と王立潅漑局が、

データ・研究成果の共有について正式な合意文書に調印する運びになるなど、恒常的な情

報共有の枠組み作りが進んでいることも、IMPAC-T の効果と言える。今後、タイ気象局

なども含めて、より広範な情報共有の枠組み作りが進むことが期待される。  
 ほとんどの研究グループでは、タイ側メンバーは日本側メンバーと密に連絡を取り合って

おり、IMPAC-T を通して、タイ側参加者が日本の研究機関から継続的な指導を受けると

いう貴重な学習機会を得ていると回答している。 

4-3 効率性 

プロジェクトの効率性はほぼ当初計画どおりである。 

 初年度はプロジェクトはあまり進捗しなかったが、2年目に新プロジェクト・マネージャーの
リーダーシップの下、研究グループの改変を図り、タイ側の主体性に沿った活動を重視するこ

とで、プロジェクト活動が大きく進捗した（タイ側カウンターパートの IMPAC-T に対する意
識については、別添資料 2の Annex2にあるアンケート調査結果を参照）。 

 19 の研究グループのうち、17 グループについては、タイ・日双方のコミュニケーションも良
好であるが、2グループについてはタイ側研究者からの連絡が乏しく、運営委員会も進捗が把
握できない状況にあるため、他グループへの統合といった見直しが必要である。 

 プロジェクトの３つの成果目標のうち、成果１については、洪水被害による機材設置の遅れと

いった問題はあったが、カセサート大学、王立潅漑局、タイ気象局をつないだサーバーの構築

は終わり、これまで設置が難しかった地点のテレメトリ化や衛星データを活用した雨量推定な

ども進んでいる。成果２については、モデル開発は日タイ双方が熱心に取り組んでおり、2012
年中半までに水文モデルを利用してシミュレーションを行う予定である。成果３の活動は継続

中で、これまでの成果としては、47 編の論文寄稿、斜面災害について約 50％のリスク指数が
定義され、熱帯豪雨下での洪水・渇水ポテンシャル推定について衛星データによる浸水域抽出

手法を開発したことなどが挙げられる。 
 共同研究に大学等の研究者だけでなく政府機関の実務担当者も含めることは、政府機関スタッ

フの能力向上を図る上でも有効である。タイの政府機関スタッフに対する本邦研修では、類似

業務に携わる日本の政府機関（中央・地方）との意見交換や視察の機会を提供できれば、（そ

の点についてはタイ側からの要望もあり）さらに研修効果を高めることができると思われる 
 当初、IMPAC-T は洪水を主要テーマにおいていたわけではなかったが、2011 年の大洪水や南

部での斜面災害等を受け、洪水の月例予測に取り組むなど、短期的な課題に柔軟に対応を図っ
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たことも具体的なプロジェクト成果を挙げる上で有効であった。 

4-4 インパクト 

潜在的にプロジェクトのインパクトは非常に高い。 

 期待されるインパクトとして以下を挙げることができる。 
 資源や降水に関する長期予測のためのデータが、カセサート大学のサーバーに統合システ

ムのプロトタイプが置かれ、政策決定に活用できるようになる。 
 IMPAC-T で支援した準リアルタイムのモニタリング・システムを活用して、早期警報シ

ステム等が導入される（例えば、準リアルタイムで得られたデータで、H08モデルで予測
した河川流量を警報に使うなど）。 

 統合システムで、地図とデータを公開するため、こうしたデータは斜面災害、干ばつ、海

岸浸食などのハザードマップの作成などに活用される。 
 プロジェクトはまだ実施中であり、まだ具体的なインパクトの発現を期待することはできない

が、研究グループの中には既にインパクト発現に取り組む例も生まれている。グループ 16（土
砂災害の研究グループ）は、GPRS でカバーされない地域向けの斜面災害の早期警報システム
の実験とデモンストレーションを行ってきた。現在、同グループは、水資源局に対して、類似

する 30地域を対象に同様の早期警報システムの導入を提案しており、予算化されれば、2012
年 10月に着手される予定である。2011年の大洪水以降、特に洪水対策に資する社会実装のた
めの取り組みは、政府機関からの理解・協力が得られ易い環境にあるため、IMPAC-T が、社

会実装に向けた取り組みを強化すれば、大きな社会的インパクトの発現が期待できる。 
 2011 年の大洪水では、IMPAC-T はタスク・フォースを結成し、洪水関連の情報・データをウ

エブ上で公開するとともに、政府機関や民間企業を招いたセミナーを開催するなど、洪水対策

に資する活動を行った点は、IMPAC-T による社会的貢献として評価できる。 
 IMPAC-T での活動や人的ネットワークを通して、3名のカウンターパート（王立潅漑局から 2

名、ナレスワン大学から 1名）が日本の大学院（博士課程）に入学したこともタイの人的資源
開発上のインパクトとして挙げられる。 

4-5 持続性 

IMPAC-T の持続性については、プロジェクト終了後を想定して、次の３点に注目して評価を行っ

た。 

（1） 機材や技術など IMPAC-T が提供したインプットがプロジェクト後もタイ側の関係機関によっ

て継続的に活用されるかどうか。 
（2） IMPAC-T によるアウトプットやアウトカムが、政府機関を中心とするタイ側の関係機関の制

度・システム・業務として導入されるかどうか。 
（3） プロジェクト後もタイ・日研究者による研究活動が様々な形で引き継がれていくかどうか。 
 インプットの継続性について: 

 日本側が供与した機材は未だにタイ側の機材として登録されていないため、維持管理のた

めの予算が確保できていない。 
 フラックス観測機器については、まだタイ側の引き受け機関が決まっていないため、早急

に責任分担を明確にして、維持管理の予算を確保する必要がある。 
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 統合システムのプロトタイプを開発する上で、システム開発の専門性を有する研究者が不

足している。 
 プロジェクト成果の継続性について: 

 IMPAC-T の成果は、タイ気象局と王立潅漑局の通常業務として導入・定着することが期

待される。そのために、タイ気象局は、タイ全土の気象観測システムとモニタリング体制

の強化のために 2012/2013年度の事業計画案の中で、各種の事業を提案中である。王立潅
漑局水文部もチャオプラヤ川流域の６河川のデータを統合したデータ管理システムの導

入とテレメトリシステムの増強を計画している。ただし、タイ気象局は組織自体が小さく、

王立潅漑局の中で IMPAC-T に関与している水文部は内部であまり発言力が強くない。こ
のため、彼らの計画の実現（必要予算の確保）のためには、省・局の上層部へのアドボカ

シーやプロモーションが必要である。また、テレメトリシステムの維持管理などでは、関

連するカウンターパートへの継続的な研修が必要である。 
 タイ側の研究機関・大学の中で、カセサート大学は 2011年に約 100万バーツ、2012年に

50万バーツを提供しているが、他の参加組織についてはほぼ全額を JICAに依存している。
特に、王立潅漑局とタイ気象局は、プロジェクト活動は通常業務の一部となるべき活動の

ため、プロジェクト期間中から積極的な予算確保が求められる。 
 IMPAC-T は洪水対策のマスタープランの更新を技術的に支援する。また、マスタープラ

ン作成のためのシミュレーション用チュートリアルを作成する予定である。その後は、タ

イ側研究者だけで、将来のマスタープランを作成支援できることも期待される。  
 研究活動の継続性について: 

 研究活動の継続性は競争的資金の獲得状況次第である。ただし、衛星による降雨観測や斜

面災害研究のグループは、大学内の恒常的な組織である研究センターが担っているため、

予算規模や人員面から継続性が高い。他方、個人や研究室として参加しているメンバーに

ついては、組織的な連携体制がないので、プロジェクト後も研究者間の協力・連携を促す

ような枠組み（フォーラムなど）の導入が望ましい。また、情報・データ共有を進めるた

めの枠組み強化も求められる。 
 現在３名のタイ側カウンターパートが日本の大学で博士課程に進んでいる。日本の大学で

の学位取得後は、彼らが日本の大学との協力関係を強化するだけでなく、タイ側組織のさ

らなる能力強化に貢献することが期待される。 
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第5章 結論 

5-1 結論 

IMPAC-T の目的は気候変動による水害リスクの低減である。このために、IMPAC-T では、統合シ
ステムのプロトタイプの統合システム（チャオプラヤ川流域に関する生データ、モデル、解析・評価

結果などの情報をサーバー上で共有するシステム）の開発、準リアルタイムのモニタリングデータを

利用した早期警報システム、地理情報やモデルを利用したハザードマップの作成についての試行や技

術提案を行う。IMPAC-T が水害リスクの低減に向けて貢献できる可能性は非常に大きい。しかし、

確実に社会実装につなげるためには、プロジェクト目標である統合システムの仕様を明確にすると同

時に、社会実装に向けた具体的な計画作りも必要である。 

2011 年の大洪水以降、長期的な対応能力だけでなく、短期的な水害リスク対応への支援が求めら
れる等、プロジェクトの重要性についての認識が強まっている。IMPAC-T のプロジェクト目標の達

成状況はほぼ順調である。効率性については、当初停滞時期があったが、プロジェクト・マネージャ

ーの交代や研究体制の見直しといったタイ日双方の努力によって、遅れを取り戻した。持続性につい

ては、いくつかリスク要因があり、特に関連する政府機関内で、プロジェクト成果の業務化を図ると

いった課題への対応が今後重要となる。 

5-2 団長所感 

JST を除く本プロジェクト関係者にとり初めての SATREPS 案件の中間レビューであったが、結果
的には関係者（タイ側、東大、JST、JICA（本部、事務所））にとり意義深いものとなった。 

実施意義として最も大きかったのは、立場の異なる関係者間で、本プロジェクトの内容、今後の方

向性、課題等について共有認識を得られたことにある。 

今回の中間レビューで JICA として特に留意したのは、（1）プロジェクト目標にある「支援システ
ム」の指し示すものの明確化、（2）本プロジェクトの「自立発展性」の考え方、（3）社会実装に向け
た今後の方向性、と言える。これら内容の詳細は既述の「５項目評価結果の概要」及び「結論」にあ

るとおりであるが、このように関係者の整理し、その理解を共有できたことは大きな意義がある。 

本レビューでも抽出されたとおり今後取り組むべき課題はあるものの、総体としてはこれまでのと

ころ当初の遅れを取り戻し順調に推移しているプロジェクトであり、後半に向けて活動をより展開し、

当初目標の達成を期したい。 
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第6章 科学技術的視点からの評価 

6-1 研究実施の概要 

本プロジェクトの上位目標は、本プロジェクトで開発されたシステムが、タイ及び周辺国における

治水、利水の合理化に資することである。 

本プロジェクトでは、タイ国の重要河川であるチャオプラヤ川流域を対象に、年間河川流量および

月単位のピーク流量の予測、流域の数時間から数週間先の水位などの予測を可能にし、治水・利水計

画の立案から洪水・土砂災害警報まで広く利用可能な情報を提供する「気候変動への水分野における

適応策立案・実施支援システム」の構築に必要な要素技術の開発とプロトタイプシステムの作成を行

う。プロトタイプは、システムの妥当性と有用性を実証するものである。さらに、これらが、気候変

動や治水・利水に関連するタイ政府関係機関に活用されるよう働きかけることを目標としている。こ

れらの成果は、熱帯モンスーン地域の、とくに広大な低高低差地域の利水、治水計画の立案および降

水量、洪水などの予測、予報に貢献する。 

6-2 JST中間評価の目的 

中間評価は、現時点までのプロジェクトの状況、終了時およびそれ以降の目標の達成および成果の

活用の見通し、プロジェクト管理の状況、問題点、要改善点などについて確認、評価し、今後のプロ

ジェクトの推進、運営に役立てることを目的とする。 

現地調査では、事前に評価委員から出された質問事項、それに対する代表研究者からの回答内容な

どの確認を含め、日本側研究者並びにカウンターパート関係者のインタビュー、現地視察を行って確

認、評価する。評価項目および視点は JICAの中間レビューと若干異なるが、共通するものも多いた
め、JICA の中間レビュー調査と合同調査団という形で現地調査を実施し、作業の効率化と日本側研

究者およびカウンターパート側の負担の軽減を図っている。今回、JST からは 2名（井上上席フェロ
ー・PO：2月 19日～2月 24日、高橋主任調査員：2月 13日～16日）が現地調査に参加した。 

6-3 現地調査等で確認された事項 

研究開始当初、タイ側との意思疎通・運営体制などにやや混乱が見られたが、研究代表者らの尽力

により、迅速に運営体制が再構築され、研究計画に基づき、現在までに予定通りの成果が上がってい

る。また、2011 年秋に起きたタイ国でのチャオプラヤ川流域を中心とした大洪水により、多くの知
見が得られると共に研究面での新たな展開の必要性が生じている。本プロジェクトではこれに対して

も、社会の喫緊のニーズとして積極的に対応し、日・タイ両国の政府、企業関係者から研究成果に大

きな期待が寄せられている。 

成果目標である「Web 上に降雨洪水渇水推定情報を入力することにより水循環・水資源管理情報

の可視化が図れる統合システム構築」に向けて、テレメトリシステム等からなる準リアルタイムモニ

タリングシステム（フラックス観測 3基：ラチャブリ、タークファー、ターク、自動気象ステーショ
ン 1基：ウタイタニー、雨量計測：クワノイ川流域、テレメトリ：メーチャム等）を実装し、降水量
の準リアルタイムモニタリングを開始している。加えて、準リアルタイム型水文・気象データ取得手

法の開発、水関連災害に関する準リアルタイム指標の開発、統合システムのプロトタイプ構築ができ

てきている。 
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また、大洪水発生を契機に、研究成果創出への期待が高まり、プロジェクト終了までの目標がより

明確になったと思われる。具体的には、相手国側現業機関である気象局、王立灌漑局などの気象・水

文データがカセサート大学工学部に設置されたサーバーに情報共有されるなどの進展が見られ、統合

システム構築が加速している。 

なお、王立灌漑局は各地の水位を観測した結果を 15 画面にモニター表示するシステムを有してい
る。本プロジェクトの成果によりこれに数時間、数日、数週間先の水位の変動予測機能が加わること

により、より合理的かつ早期の対策が可能になると思われる。 

さらに、相手国側研究者からの要望により、プロジェクト内に「社会実装グループ」を新たに設け

ることとなり、出口戦略に向けた活動が強化されることになった。 

本プロジェクトの研究成果は、タイ国への貢献のみならず、在タイ日本人・企業および観光客に対

する災害警報、情報提供支援などにも貢献できるものであり、本プロジェクトで得られる成果のイン

パクトは大きい。研究成果のさらなる積極的な発信が期待される。 

これに関し、タイ、日本の研究者、政府、産業界の関係者その他を対象とした公開シンポジウムを

今年の雨期ないしその前に開催することで合意された。 

相手国研究者、政府関係機関とのインタビューでは、サブチーム間及び全体での研究進捗含めた情

報を全ての研究参画者が共有し、全体像を把握するには、更なる工夫が必要との印象を持った。先般

発足した Administrator Committee（両国研究代表者及び業務調整員で構成）宛に各研究者が情報を送
ることで、情報がチーム間で共有出来るなど、今後一層の工夫が為されていくものと期待される。 

日本側若手研究者が現地に長期駐在し、現地での研究運営に深く携わるなど、日本側若手研究者の

育成も十分に行なわれている。また、大洪水に関して日本人学生を含む若手研究者が精力的に現地調

査を行うなどし、今回の洪水に対する科学的な検証作業とその成果発表に積極的に取り組んでおり、

貴重な経験を得ている。 

今後、統合システムの目標精度、信頼性（利水（農業灌漑用水の確保）と治水（洪水リスク回避）

のトレードオフ判断のための精緻かつ信頼性の高い情報が必要。）を研究者間で更に詰めていただき

たい。また、王立灌漑局、気象局は成果を活用する現業機関であり、プロジェクト終了後のデータの

蓄積やシステムの運営、継続的な改善について、重要な役割を担う。プロジェクト終了前後における、

プロトタイプから実システムへの発展、関連技術の移管と継続的なブラシュアップには、相当の資金

と人材の確保、カセサート大学を始めとした研究者、研究機関との連携が不可欠である。 

また、中長期の気候変動予測などの見通しについては、今回の調査では十分確認できなかった。 
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第7章 提言 

上記評価結果に基づき、中間レビューチームは次の提言を行った。 

社会実装に関する提言 
（1） タイ気象局、王立潅漑局、王立人工降雨局、水資源局、公害防止局、国立公園・野生動物・植

物保全局、地方自治体、市民団体、民間企業団体などから代表者を招いて、雨季の前あるいは

最中に尐なくとも１回セミナーを開催し、プロジェクトの成果発表、2012年の洪水予測、社会
実装を進めるための予算化要請、組織間の連携促進等を行うこと。 

（2） 社会実装への取り組みを強化するために、プロジェクト・マネージャーをリーダーとする 20
番目の研究グループを設置し、日本側も１〜２名の専門家が対応すること。 

（3） IMPAC-T とその参加組織が協議して、統合システムのプロトタイプの仕様・範囲等を明確化す
ること。 

（4） 一般市民と政策決定者の理解を促進するために、IMPAC-T の活動と想定される成果を平易に説
明したパンフレットを作成すること。 

研究活動の継続性に関する提言 
（1） プロジェクト期間終了までに、IMPAC-T の研究活動の参加者間の継続的な人的・組織的なネッ

トワークと協力関係を強化するための仕組みや枠組み作りを図ること（具体的な例として、研

究機関・大学がコンソーシアムを結成して、タイ気象局や王立潅漑局などの政府機関とデータ

共有の合意形成を図るなど）。 

プロジェクトの運営に関する提言 
（1） プロジェクトの進捗によって、IMPAC-T の方向性とプロジェクト開始前に作成された PDMの

指標の間にズレが生じている。また、いくつかの用語については定義が必要であるため、次回

の合同調整委員会に PDMの改訂内容を提案し、承認を受けること。 
（2） タイの政府機関スタッフに対する本邦研修では、類似業務に携わる日本の政府機関（中央・地

方）との意見交換や視察の機会も積極的に加えてさらに研修効果を高めること。 
（3） 研究グループの中のコミュニケーションがあまり良くない２グループについては、グループを

再編するなど対応を図ること。 
（4） 王立潅漑局、タイ気象局、カセサート大学、キングモンクット工科大学など JICA から機材供

与を受けたプロジェクト参加組織は、できるだけ早く供与機材をタイ政府に登録を行い、維持

管理予算の確保を図ること。 
（5） 統合システムのプロトタイプを開発する上で、システム開発の専門性を有する研究者が不足し

ており、カセサート大学が適任者を配置すること。 
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別添資料 1：調査日程及び面談者 

 

月 日 行 程 

2/5（日） Arrival of Mr. Ida 

2/6（月） 10:00 Kick off meeting at KU： Interview with Kh. Somchai (for group no.18,19),  

Mr.Nontawat (IMPAC-T Project Manager), Mr. Phonchai （g.no.16) 

2/7（火） Interview with KU researchers ： 

10:00 Dr. Chaiporn (g.no.10) 

13:00 Dr. Mongol (group no.5) 

14:00 Dr. Suthisak (g. no.16) & their RA 

16:00 Meeting with JICA Thailand Office & Dr. komori (Tokyo Univ.) 

2/8（水） 9:00 Dr. Sompratana (g.No.20)  

11:00 Site visit at RID (sever room), Interview with RID researchers： Mr. Phonchai, Mr. Adisorn 

(g.no.15), Ms. Nilbol/Mr.Pisit (g.no.9), Mr. Chaiwut/Ms.Supinda (g.no.14) +their RA, 

Operating C/Ps (Ms. Suwanna) 

14:00 Interview with RID administrative officer at RID 

2/9（木） 10:00 Site visit at TMD(sever room), Interview with TMD researchers： Mr. Kamol/Mr, Somkuan 

(g.no.1), Mr. Apisit (g.no.7), Dr. Sarintip (NU) + their RA, Operating staff (Mr.Sombhop) 

2/10（金） 9:30 Interview with KMUTT (Dr. Chaiwat (g.no.11), Dr. Amnat/Dr. Vanisa (g.no.8),  

Dr. Sanit (g.no.17)+their RA (C.buid. No.5 3f) 

14:00 Chulalongkorn Uni. Team (group no. 12,13)+RA 

2/11（土） wrap up and analysis of interviews 

2/12（日） wrap up and analysis of interviews 

2/13（月） 10:00 Interview with Kalyanee (no.3) at Project office 

2/14（火） 8:30 対処方針会議（JICA 本部との TV 会議） 

14:00 Interview with Dr. saisunee (g.no.2) at project office 

2/15（水） Interview( with Dr. Thanya (Dean, DDG of project) 

2/16（木） wrap up and analysis of interviews 

2/17（金） wrap up and analysis of interviews 

2/18（土） wrap up and analysis of interviews 

2/19（日） Arrivals of Mission Team (Mr. Ueki , Dr. Inoue, Prof. Oki, Dr. Komori)  

2/20（月） 10:00 Internal meeting within Japnaese group at KU office (server room visit at KU) 

14:00 Discussion on the draft M/M (Japanese team & Mr. Nontawat, Mr. Phonchai) 

2/21（火） 現地踏査：Sena（浸水被害の発生地区）、Tak Fa（Flux 観測機器設置サイト） 

Arrival of Mr. Okiura 

2/22（水） 9:30 Discussion on the draft M/M 

14:00 Site visit to RID, discussion M/M 

2/23（木） Site visit to TMD 

17:00 Discussion draft M/M with TMD 

2/24（金） 9:30 JCC at Kasetsart University, Signing of M/M 

Departure of Mission Team to Japan 

2/25（土） Arrival at Japan 
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別添資料 3： インタビュー結果 

 

面談相手 Dr. Nontawat Junjareon, Project Manager, KU 

日時・場所 2012/02/6、IMPAC-T事務所 

 

 昨年の洪水で、プロジェクト主催のシンポで副総理から期待が表明されるなど、プロジ

ェクトの認知度が高まった。1999 年の洪水対策マスタープランへも水管理モデルなど、

貢献できることがある。 

 2 サブ・グループ（No.2 & 17）を除き、全体的に活動は順調に進んでいると理解してい

る。この２つのグループは、日本側共同研究者にも活動報告をあまりしないため、プロ

ジェクトとして十分把握できていない。タイ側で指導すると同時に、活動の改善を本邦

研修の条件にするといった措置が必要。 

 PDMについてほとんど問題ないが、1.1の定義はまだ明確でない。研究者からは、リサー

チ・ペーパーの数といった指標を加えるべきとの要請がある。 

 社会実装についても力を入れたい。リサーチの結果を社会的に価値のあるアウトカムに

結びつけるため、現在 20あるグループに「洪水対策のための実用化」グループの設置を

提案したい。Project Manager がリーダーとなって、プロジェクトの目的である「DMSS

に使えるものを提供することに道筋を与えるような活動を行いたい。CP に対しても、実

用化を常に意識するようにセミナーなどで働きかけたい。 

 R/D のサイナーは KU で、TMD と RID は Witness であり、組織としての参加意識は必ずし

も強くなかった。TMDは Dr. Somchaiが副局長になり（局長ポストは空席で Actingのみ）、

関与（予算拠出など）の高まりを期待している。RIDについては局長など幹部は IMPAC-T

は研究プロジェクトということであまり関心がない様子。RIDには継続的な働き掛けを行

うつもりでいる。 

 プロジェクトの運営は、Working Group Meeting （4〜5 名）が週一回、Administration 

Meeting（代表者）が月一回、JCC が年 1 回開催されている。Working Group Meeting と

Administration Meeting の結果はメーリングリストで関係者に配信、JCC の議事録はプ

ロジェクトのウエブサイト（関係者にのみ公開）に掲載されている。また、日タイ合同

のワークショップによる進捗発表会が年 2回、タイ側だけの内部会議が年 2回開催され、

プロジェクト全体の進捗状況とグループ毎の進捗、課題など共有している。 

 事務所スペース、機材購入に係るローカルコスト負担（保管料など）など KUが負担して

いる。CPの出張費など含めて 2011年度は百万バーツ確保した。RID は旅費など一部負担
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しているが、TMDは全く自前の予算が確保されていない。このため、通常業務の範囲の支

出もプロジェクトで負担するケースがある（ステーションからのデータ送信料など今後

負担を要請する予定）。 

 サーバのメンテナンス、オペレーションなど特に継続性について懸念材料はない。他の

プロジェクトでもサーバなど維持管理している。プロジェクトの期間中に、自律性を高

めるために供与機材は、早めにタイ政府に所有権を移した方が良い。機材登録すれば、

O&M予算も確保できる。 

 

 

日時・場所 2012/02/6、IMPAC-T事務所 

面談相手 Dr. Somchai Baimoung, Deputy Director General, Thai Meteorological 

Department 

 

 IMPAC-T は、タイ政府内で TMD の役割や重要性をアピールする上でも貢献している。

IMPAC-T実施以前、研究者間の交流はほとんどなかった。IMPAC-Tで組織間の連携がフォ

ーマルな形で進んだことの意義は大きい。 

 TDMはコンパクトな組織なので、部署を跨いでプロジェクトに参加していても、情報や成

果の共有に問題はない。 

 一部機材（研究グループ用サーバの設置）に遅れがある様子（Mr. Kamolに確認して欲し

い）。 

 プロジェクトの成果はそのまま TMD の通常業務を強化することにつながっているため、

プロジェクトの成果を TMD のスタンダードとして採用するようにプロモートする必要は

あるが、プロジェクト後のプロジェクト成果の継続性は高い。IMPAC-T の供与機材につい

てはプロジェクト終了前に TMDへ移管する予定。 

 2011 年の洪水以降の特徴的な動きとしては次の点が挙げられる。TMD は比較的迅速に警

報を出すなど対応できた。他の関連機関への情報提供も迅速だったと考えている。RID、

EGAT などから、より精度の高い予報・情報を提供するよう期待されている。２つの全国

レベルの委員会が設置された。１つは水管理システム、もう一つは洪水対策のインフラ

整備に関するもの、それら委員会の下に複数のワーキング・グループが形成されている。

TMDは前者のメンバー。 

 今年は政権交代の関係で予算組みが遅れている。3〜4ヶ月の遅れが予想される。 

  



別添資料 3 

3 

面談相手 Mr. Phonchai Klinkhachorn, Office of Hydrology and Water Management, 

Royal Irrigation Department 

日時・場所 2012/02/6、IMPAC-T事務所 

 

 2011年の洪水で、洪水対策関連の予算は増加するが、R&D関連の予算はあまりない。RID

中の政治力学で、Hydrology Divisionにはあまりパワーがない。 

 1999 Master Planの改訂については、観測データの提供など IMPAC-Tが貢献できる。 

 200箇所の観測ポイントがあり（水位、降水量）。プロジェクトの支援で、12のステーシ

ョンから real-time の情報提供が行われるようになる。全データを集積・モニタリング

が行えるようにしたい。 

 RIDのサーバのメンテナンスなどは問題ないが、RIDでは次の 2点が課題としてある。ま

ず、人材育成。特に IMPAC-T で導入する新しいシステムについて、オペレーションでき

る人材をもっと育成していく必要がある。特に若いスタッフの中で意識・意欲のある人

材をプロジェクトで育成して、組織のキャパビルにつなげるという方向性に期待してい

る。次に、RID内で、警報システムやリスク低減に必要なモニタリングなどの活動の重要

性があまり認知されていないため、上層部に対する働きかけが重要。 

 

 

面談相手 Chaiporn Jaikaeo, Group 10: Telemetry, KU 

日時・場所 2012/02/7、IMPAC-T事務所 

 

 携帯電話を活用した GPRS方式のテレメトリシステムの導入とデータサーバの構築がこの

グループの目的。これまでに 11の観測サイトが設置された（8サイトのデータは RID、3  

サイトの Flux dataは KUに転送）。モデム 28個購入しているので、まだ設置サイト広げ

ると思うが、具体的な設置計画などは知らない。 

 グループ活動の進め方としては、Chaiporn氏と Dr. Komori & Dr. Ikoma は週 1回程度ミ

ーティングを行い、RID のメンバー（Parinya）は月 1 回の会議に参加している。ターゲ

ットとしては、円滑にこのシステムが運用できるようにすること。その先は、日本人専

門家と KU の技術支援を通して、RID の担当スタッフが円滑にオペレーションできるよう

にキャパビルを図る。Parinya は IT 技術は強い。他に 2 名ほど RID スタッフも部分的に

は参加しているので、ハンドオーバーに障害はないと思う。TMDもテレメトリシステムに

関心を持っているが、まだ具体的な活動となっていない。 
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 グループは細分化されているが、それぞれ個別というわけではなく、情報・技術などの

共有も（インフォーマルな形が多いが）行われている。Chaiporn 氏はメンバーには入っ

ていないが、Land Flux Analysis と Soil Moisture land Slideのグループに加わってい

る。 

 タイと日本のアカデミック・カレンダーの違いがある。講義や他の大学の活動との兼ね

合いもあり、スケジューリングは常に難しいところだが、日本人専門家とコミュニケー

ション良いので、事前に調整できている。 

 プロジェクトに参加してまだ 1年ほど。グループの活動はある程度理解しているが、PDM

についてはあまり知らない。 

 グループ内には多様な分野の専門家が入っており、学習機会が多い。専門家とのコミュ

ニケーション、指導内容など、非常に満足している。RID、TMDの関与を促す必要あるが、

個人のレベルでは特に改善すべきところはないと思う。 

 

 

面談相手 Dr. Mongkol, Rainfall Observation by Satellite, KU 

Dr. Watcharee, KU, 5 Research assistants 

日時・場所 2012/02/7、IMPAC-T事務所 

 

 これまでに、過去衛星データから得られた降雨量データと TMD、RID からの観測データを

活用して、タイの algorithms モデルと GsMap モデル（Dr Seto）との比較を行っている。

当初計画より若干先行している。 

 斜面崩壊などの Dynamic hazard map につながることを期待している。DWR や BRRAA はこ

うしたモデルのユーザーとして、洪水、干ばつ、洪水のリスク分析やマップの作成に活

かすことができる。 

 JCC でデータ共有についてのコンセンサスは出来た。サーバも順次設置されているので、

プロジェクトに参加する組織間で利用可能となる。データのやり取りについての申請フ

ォーマットなど統一していけば良い。 

 これまでも NECTECなどと Telecommunication などの分野で、6大学共同での大きな研究

プロジェクトなどやったが、うまくいかなかった。IMPAC-Tはマネジメントがはっきりし

ているので、成功していると思う。 

 サブ・グループ内の他のメンバーと密にコミュニケーションとっている。また、Dr. Seto

にも常にレポーティングしている。 
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 このサブ・グループは Satellite Data Management and Application Centerのメンバー

から構成されているので、センターの資金（中国、Ministry of ICT など）も一部活用す

ることができる（その逆もある）。Research Assistant (RA)5名のうち、2名はもうセン

ターで 10年以上働いており、プロジェクトの活動を継続する上で問題ない。 

 供与機材で申請した Spectro radio meter について、本体は供与受けたが、アクセサリ

ーは事前通知なく削られた。来年度再度申請するのでお願いしたい。 

 サーバは KUの機材として登録されていれば、予算確保できる。IMPAC-T server (JICAで

購入時に保守契約を付けている。日本 DELL からタイ DELL に保守契約を移管。年数につ

いては東大の契約書類を要確認)プロジェクト終了後は独自で行うとのこと。（ただしこ

のサーバは最終年度にリプレース／アップグレードされる予定）IMPAC-T 以外のサーバ類

（最低限の warranty を３年付けているのみ。保守は独自で行っている）。 

 その他の貢献としては、衛星画像センターのウェブから IMPAC-T サーバにリンクを貼り、

研究者に衛生画像データを提供しているとのこと。（データが大きすぎるのでサーバに

コピー出来ないため） 

 

 

面談相手 Mr. Suttisak Soralump, Soil Moisture Land Slide Group (no. 16), KU 

RA4 名 

日時・場所 2012/02/7、IMPAC-T事務所 

 

 これまで斜面崩壊のデータ収集など中心に行った。また Krabi（タイ南部の県で大規模な

土砂崩れがあった Huai Nam Keow 村）でのパイロットサイトでのフィールド調査も実施

した。ただし、昨年の洪水の影響で、モニタリング機材の設置ができなかった。2012 年

度には、タイ全土の empirical stochastic model（日本側の研究）とタイ側の slope 

uncertainty モデル（狭いエリア対象）で比較を行い、モデルの検証と精度向上を図る。

また、地元村の要望に応えて、斜面崩壊のリスクマップと早期警報システム (Debris 

Monitoring System)をつくる。 

 研究対象のモデルが日タイで異なるため、個別モデルの内容などについて議論するとい

ったことはあまりないが、データの共有などは行っている。機材が設置されてデータが

揃ってくれば、もっとコミュニケーションが密になる。 

 このグループの母体は、Giotechnical Engineering Research and Development Center 。

センターそのものは 1996年に設立、フルタイムのスタッフが 20名、学生が 10名在籍し
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ている。センターは基本的に独立採算で、大学は光熱費と事務所スペースだけを提供し

ている。IMPAC-T には RA4 名含めてセンターの Land Slide Research Unit の 5 名が参加

している。このセンターの Mandate は研究だけでなく土砂崩れなどの災害対策への貢献

も含まれている。このため、プロジェクト終了後も、Department of Mineral Resources、

NRCT、Ministry of ICT などの研究資金や援助を受けて、リスクマップの作成など継続し

ていく。リスクをパーセントで示せるところもこのプロジェクトの成果品の特長。ただ

し、長期的にはハザードバップの作成などは政府機関の役割なので、Department of 

Mineral Resourcesなどに技術移転してそちらで進めてもらい、センターはモデルの改良

や検証に集中したい。Department of Mineral Resources には、どんなデータと機材が

必要か助言している。同局ではこれまでもハザードマップなど作っているが、スケール

が大きいのであまり有用でない。5万分の１程度は必要。また、同局は地質専門で工学の

専門家いないので、技術的にはアドバイス必要。IMPAC-T で進めている Debris Monitoring 

System を GPRSでカバーされていない他の地域に導入するために、Department of Mineral 

Resourcesにプロポーザルを提出している。認められれば今年 10月から 30地域に導入す

る（予算 3000万バーツ）。 

 

 

面談相手 Sompratana Ritphring, Coastal Research Group (no.20), KU 

RA 

日時・場所 2012/02/8、IMPAC-T事務所 

 

 Costal Engineering はあまり研究者がいない。日本側の Udo 先生が出産のためタイに来

られないため、年 1回日本で打ち合わせを行い、後は emailでやりとりしている。また、

Udo先生の生徒がタイに来るといった対応をしている。日本側専門家と同じ東北大学で学

位を取っているため個人的つながりもあり、コミュニケーションは円滑。 

 これまで、27の観測ポイントを設定して、フィールド観察とモニタリングを行っている。

これまでパイロットベースで観測ポイント設定したことあるが、恒常的なポイントはな

かった。現在、27 ポイントでのデータ集積とモデリングを行っている。この先、モデル

の検証を経て、プロジェクト終了までに Hazard map を作成する。主なユーザーは地方自

治体やコミュニティ。Land slideなどと同様に、TMD、RIDなど政府機関を通して、Hazard 

Mapが活用・普及されることを期待している。 

 このような活動を行っている所は他にないので、プロジェクト終了後も継続的にモニタ
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リングを行い、マップのアップデートなど自分のラボで進めたい。継続できるかどうか

は研究資金次第。もう一つの懸念は RAの人材。この分野は人が少ないので、院生でよい

人材が確保できるかどうか。ラボ中心教育進めて行くことをめざしているので、人材育

成も可能な限りプロジェクトの中で取り組みたい。 

 当初、パイロットプロジェクトとして Wave Gaugeの購入を要望したが、高額でメンテコ

ストもかかるため、プロジェクトで購入できなかったが、Udo先生のサポートで京大の先

生からデータをもらい、対応した。 

 PDMはあまり見ていないが内容は理解している。APOはフォーマットと内容（言葉）が複

雑でよく理解できない。フォーマットの改善を希望する。他の研究者もこの点は不満が

出ていた。 

 ワークショップは年 2 回あり、グループ内のコミュニケーションはよくとれていると思

うが、グループ間の連携などどう進めて行くのかあまりわからない。組織間のデータの

共有、今形成されているネットワークやコミュニケーションがプロジェクト後も維持で

きると良い。 

 日本人専門家も全員タイに来て、現場を見るなどして相互理解深められたら良い。 

 

 

面談相手 RID 

Ms Thattanaporn Khomsri (Mapping) 

Ms Vanvisa Moma (Soil Moisture Land Slide) 

Mr. Pisit Bumpenkij (AICC Leader) 

Ms Supinda Wattanakarn (Mapping) 

Ms Nilobil Aranyabnaga (Water availability) 

Mr. Vorapod Semcharoen (Mapping) 

Mr. Parinya Sriaroon  

Mr. Surapun Inkeau (AICC) 

Ms Jarinee Kwanrach (RA – Mapping) 

Ms Kanokporn Boochabun (Soil Moisture Land Slide) 

日時・場所 2012/02/8、RID 

 

 No.9: Monsoon Variability and Anthropogenic impact のグループでは、北部（チェン

マイ、ナン、プレー）のテレメトリシステムの設置が完了したばかり。これから山間地
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からのデータを収集する。 

 No 14: Mapping of Flood hazard and Ground Water Recharge Potential では、チャオ

プラヤ川上流域にある都市の inundation hazard map が最終成果品。ランパーン、ピサ

ヌローク、チェンマイ、ナン、プレー、スコータイの都市部についてのマップを作成し

たい。 

 No 15: Assessment of water availability では、これまでにチェンマイで、県庁、RID

地方事務所などから、農業の水利用パターンなどのデータ収集を行った。また、GCM の

Downscaling technique など学んでいる。水需要について、農業は問題ないが、工業は

一次データの入手が困難であったところ、IMPAC-Tによって招聘した中国の専門家から学

んだ Water demandの推量方法が活用できると思う。この先、TMDのモデル(PRISM)で気候

変動を考慮した将来データのシミュレーションに入る予定。 

 プロジェクトの全体的な進捗状況は、洪水の影響もあり 3 ヶ月程度遅れている。単に活

動ができなかったという面もあるが、逆に洪水対策や現地調査などプロジェクト外の業

務が大きくなったという側面も大きい。サーバの設置は 2ヶ月ほど前に終わった。 

 現在、チャオプラヤ川流域のマスタープラン作りが進んでおり、このプランへの IMPAC-T

の貢献は非常に大きいと思う。また、チャオプラヤ川流域全体をカバーした水資源管理

の方法の改善できることが期待できる。また、KUなど大学との連携が進んだ。これまで、

個人的なつながりなどでタイの大学の教員から助言をもらうといったことはあったが、

フォーマルな形で協力関係を持つのは初めてのこと。RIDにとって研究者をアドバイザー

として得られたことのメリットは大きい。 

 RIDに設置した IMPAC-Tのサーバについては RIDのコンピュータセンターがメンテナンス

を担当する。現在、機材の所有が JICA になっているが、予算確保するには、RID 内で機

材登録を行う必要がある。他のサーバの保守点検は外部委託している。 

 

 

面談相手 Mr. Kamol Promasakha Na Sakolnakhon, TMD 

Mr. Somkuan Tonchan, TMD 

日時・場所 2012/02/9、TMD 

 

 降水量の Regional long-term forecast を行うことに意味がある。グローバルモデルと

観測ポイントを増やすなどで、精度を高めることができる。No 7 のグループはまだ文献

レビューが中心。 
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 計画よりは遅れている。サーバは 2011年 8月導入する予定だった。2012年 3月から稼働

する予定なので、遅れを取り戻すことが出来る。過去 10年分のデータを活用することが

できる。 

 グループとして他組織（PCD と MU）とのコミュニケーションはあまりない。活動状況な

ど情報共有もあまりない。これは、大学は研究目的、TMDは業務化を目的としてやってい

るため。Skype と email などで日本側研究者とはよくコミュニケーションしている。TMD

内の Group 1 と 7のメンバーは密にコミュニケーションあり、進捗も把握している。 

 RID、KU、TMD の 3 つのサーバは連動するし、データは共有するよう合意している。まだ

それほどデータ共有されていないが、今後、観測データなど増える。 

 サーバの管理責任部署は、Weather Forecast Bureau の Numerical weather prediction 

division。7名がオペレーションやっているが、ほとんど自動なので問題ない。テクニカ

ルな問題があった場合、Meteorological telecommunication and information division

がサポートする。 

 

 

面談相手 Dr. Sarintip Tantanee NU 

Mr. Saman Prakarnrat, TMD 

日時・場所 2012/02/9、TMD 

 

Group 6: 

 ほぼプラン通り。TRMMとレーダー観測のデータをベースの比較分析を行っている。 

 メンバーは研究者 2 名と RA2 名の計 4 名。本邦での研修を実施したが、1名の RA はプロ

ジェクトの予算ではなく、京大の Dr. Satomuraの支援で受け入れてもらった。 

 プロジェクト後、データは全メンバーで共有することに合意している。このグループの

データは TMDサーバに乗る予定。 

 今年 3月までに TRMM データ利用のガイドライン（タイ語版）を作成する。Dr. Sarintip

の同僚が本プロジェクトの SATREPS の枠で今京大で博士課程に在籍中で、その関係もあ

って日本側とは密接にコミュニケーションとっている。 

 NUの中に、Water resources, climate change and disaster Unit が Civil engineering 

Department の下に設置されており、Dr. Sarintip はそこの研究ユニット長。IMPAC-T で

支出できないものついては、一部 NRCT、NUからの競争的研究資金を活用している。 

 サーバ、機材などは NUのものを使っており、IMPAC-T には申請していない。  
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面談相手 Dr. Sanit Wongsa, (Group 17)、KMUTT 

Dr. Chaiwat Ekkawatpanit, (Group11), KMUTT 

Dr. Amnat Chidthaison (Group 8), KMUTT 

日時・場所 2012/02/10、KMUTT 

 

 Group 8については、これまで 3箇所の Flux observation system の設置を行った(水田, 

キャッサバ畑、さとうきび畑)。1 箇所は Dr. Amnat の RA だった Mr. Montri がパヤオ大

学に移るため、そこに設置する。所属は変わるが、CP として IMPAC-T には継続して参加

する（RAから CP に変わる）。 

 これまでの主な仕事はシステムの設置に関する準備、現地のコーディネーションなど。 

 活動は円滑に進んでいるが、2点要望がある。一つはフィールド活動について（フィール

ドを貸している農民への手当支給が遅れないように配慮必要、またフィールド調査のコ

ストも不足）。また、Data Processingについての短期研修を希望する。 

 Group 11 については、これまでに HO8 モデルをインストールし、日本側から提供された

global dataset を用いて、チャオプラヤ川流域について、Discharge のシミュレーショ

ンとキャリブレーションを行った。現在、TMD の観測データを利用して精度チェックと

recalibration を行っている。2012 年中半までにはこの作業を完了し、水需要と作付カ

レンダーのシミュレーションを行う予定。 

 日本側の専門家(Dr. Hanasaki)は非常に熱心で、レスポンスも速いので、こちらがキャ

ッチアップするのが大変だが、非常に良い勉強になっている。 

 グループには RID と TMD も参加している。基本的に RID と TMD はデータ収集とシミュレ

ーション、KMUTT がモデルという役割分担になっているが、情報共有や協議など一緒にや

っている。TDMとRIDにとって研究以外の業務の方が本来業務で、洪水の影響などもあり、

十分時間とれないハンデあるが、RIDの Adisorn氏などは非常によく連携とれている。 

 IMPAC-T 終了後、KMUTT は競争的研究資金獲って活動継続する。その場合、RID や TMD の

スタッフも共同研究者として参加できる。また、IMPAC-Tを契機に人的なネットワークが

出来たので、アドバイザー的に RID、TMD をサポートすることもできる。 

 Group 17 については、日本側専門家と Dr. Sanit（水理）で分野のズレがあること、東

北の震災の影響などもあり、コミュニケーションがとれていない。これまでに 1 回のミ

ーティングのみ。ただし、共同作業にはならないかもしれないが、可能であれば、研究

トピックは維持したい。Group 11 と連携することも可能。また、Dr. Sanit が他の活動

もあって中々進まないのであれば、Mr. Thada (RID)などメンバーに加わってもらうとい
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った措置をとってはどうか（Dr. Chaiwat の提案）。 

 政府機関特に RID が加わったことは、大きなメリットだった。RID のスタッフは現場経

験が豊富で、流域の状況について過去から現在までの状況を経験的に理解しており、観

測サイトの選定などの面でも彼らのインプットは有用。 

 タイ側のワークショップなど全体会の開催日時が直前に変更されるといったことがあり、

参加が難しい。できれば、２〜３ヶ月前に日程を確定して欲しい。 

 

 

面談相手 Dr. Aksara Putthividhya (Group 13), CU 

Dr. Piyatida Haisungwan (Group 13), CU 

日時・場所 2012/02/10、CU 

 

 Groupのタイ側メンバーはチュラロンコン大の 3名だけだが、RIDとはデータの共有など

も行っている。 

 これまでに SiBUC モデルのマニュアルや関連文献のレビューを行った。当初の研究対象

エリアから洪水の影響でスコープを広げたことから、土地利用、観測データなども追加

するなど調整が必要だった。洪水のために、フィールド調査での貯水池、作付カレンダ

ーなどのデータ収集も遅れたが、調整しながら進めている。今年 3 月に本邦研修が予定

されているため、そこでモデルについての理解を深め、活動の進捗進めたい。 

 日本側とは email などでコミュニケーションとっている。 

 IMPAC-Tへの要望 

・ JICAのルールについて（不勉強なせいもあるが）あまり理解していない。できるだけ、

わかりやすくして欲しい。プロジェクトの関係者間の調整やコンセンサスに時間がか

かることや言葉の問題があることも理解できるが、できるだけ迅速に質問やリクエス

トへのレスをお願いしたい。 

・ SiBUC用のサーバをどこのものを使うか不明（本邦研修で明確にする？）。 

・ プロジェクト終了後のデータ共有がどうなるか不安。例えば、SiBUC モデルのプロジェ

クト後の扱い、RID/TMDからのデータが継続的に利用できるかどうかなど。過去の経験

から、プロジェクトが終了したら、TMDは簡単にデータ提供しない（販売はするが）。 

・ 全体会の開催日時が直前に変更になることが数回あり、参加できないメンバーがでて

しまう。全体が無理なら 2回に分けるとか、通知を前倒しで出すといった対応をお願

いしたい。  
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面談相手 Ms Kalyanee Suwanprasert, (Group No. 3), Water Resource Department 

(WRD) 

Mr. Patomphon (RA) 

日時・場所 2012/02/13、IMPAC-T Office 

 

 目的は衛星データを活用した Near-Timeの降雨量の推量モデルを開発し、干ばつ、洪水、

斜面崩壊などの災害適応のための情報を提供すること。Ms Kalyanee が所属する WRD の

Water Information Technology Centerは、WRD内の他の部署に情報を提供することが主

要な業務であり、プロジェクトから得られた成果（上記モデル、リスクアセスメントの

結果など）は、WRDのウエブサイトで公開される。 

 No.3 のグループは、No.5（Rainfall Estimation Model）に取り組んでいる Dr. Monkol

のチームとフィールド調査（作付カレンダー、水利用パターンなどのヒアリングとデー

タ収集）を共同で実施している。また、KU の衛星データを提供してもらうといった形で

支援を受けている。 

 日本側専門家(Dr. Seto)とは密にコミュニケーションがとれている（タイで数回、日本

で 1回（１週間）の詳細な打ち合わせを行っているため、後は Eメールで連絡している。

また、プロジェクトの具体的な活動については IMPAC-T Officeの日本人チームがサポー

トしてくれている。プロジェクトの進め方や運営について特に問題はない。 

 プロジェクト終了後の継続性について今のところ不安材料はない。モデルのオペレーシ

ョンなどは、Ms Kalyaneeと、センターのスタッフ 1名が行う予定で、今後、トレーニン

グも行う。データ入手について、大学からの情報入手は容易。公立の教育機関は、政府

機関から正式に依頼すれば、利用者として登録される。 

 

 

面談相手 Dr. Saisunee Budhakooncharoen (Group No. 2), Mahanakorn University 

of Technology (MUT) 

日時・場所 2012/02/14、IMPAC-T Office 

 

 メンバーは 2 名、もう一人は RA。彼は RID の職員で現在 MUT の博士課程の学生。これま

で RAだったが、CPに昇格してもらうようにお願いしている。IMPAC-Tに正式に認められ

たかわからなかったので、ワークショップなどには参加していない。Mr. Sunattapongも

メーリングリストに入れて欲しい。 
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 これまで、タイ側で独自に実施した活動は次の通り。 

1. 水位データの収集、データ処理、分析 

2. 実験的なモデルのテスト 

3. 1と 2の結果をペーパーとして国内の学会で発表。 

(1) “Water resources engineering and drought crisis in Thailand, National civil 

engineering conference,- cases in drought crisis in eastern Thailand in 2005” 

(El Nino year) for calibration,  

(2) “Drought crisis in Chao Phraya river basin, 2009 – 2010 Flood based rising 

sea water level under global warming?” for verification. 

1940 – 2005 年の海面水位の歴史的データ（3 箇所）、マレーシアの 3 箇所のデータでも

水位上昇の傾向は見られず、IPCCの見解と一致した。 

 Group No. 2の目的は、予測精度を上げること。これまで 2年は過去のデータ分析がメイ

ンだった。後 2 年でどこまで成果出せるかはちょっと不明。Dr. Yamada のサポートも受

けられるのであれば、グループ構成には拘らない。このままで最終成果品も問われるの

で、Group No. 1 の活動の中に No. 2を吸収してもらえればありがたい。 

 日本側専門家とは 3回ほどタイで会った。その後は Eメールでやりとりした。これまで、

多忙であまりコミュニケーションとれていないが、この先、モデルの calibration と

verification などで Dr. Yamadaのサポートをお願いしたい。3月に本邦研修が予定され

ているので、そこでしっかりと打ち合わせしたい。 

 

 

面談相手 Dr. Vanisa Surapipith, Pollution Control Department (PCD), Ministry 

of Natural Resources and Environment  

日時・場所 2012/02/13, PCD Office 

 

 Group 8 の活動について、Flux の機材はインストールしたところ。担当はさとうきび畑

に設置した観測システム。今は 1 ヶ月に 1 回データを回収に行っているが、もうじき、

自動送信できるようになる。今は観測した Flux データのチェックと Flux 観測の準リア

ルタイムモニタリングのシステム開発をおこなっている。 

 このグループの活動は元々日本側からの提案だったが、今はタイ側も関心をもって参加

している。PCDにとっても、CO2など Flux data 観測のパラメータとしてやっていなかっ

たものもあり有益である。また、日本側の担当が Dr. Komoriなので、密に連絡取り合っ
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ている。 

 短期的で良いので、データ分析の方法やノウハウについてトレーニングしてもらえると

メンバー全体で理解度が標準化できるので良いと思う。 

 提案として、ウエブサイトで順次各グループの活動を更新してはどうか。このグループ

も NIEASの Kim氏が立ち上げたがその後更新していないと思う。 

 今回の Flux観測はパイロット活動という位置づけなので、プロジェクト終了後、どこが

観測システムを引き継ぐのかなどまだ決まっていない。PCD が引き継ぐことは可能だが、

設置サイトは変わるだろう。また、上を説得するのに、Air pollution との関連性を明確

にする必要がある（特に、政策的にこのデータを取ることが重要との Justification）。

その点がクリアになれば、維持管理・活動の継続は問題なくできる。ただ、オペレーシ

ョンできるスタッフを一人育成しなければいけない。KMUTTでトレーニングなど受けられ

ると思う。なお、水田は KMUTT、NUはキャッサバといった担当になっている。 

 プロジェクトで研究機関と TMD、RIDなど政府機関とのフォーマルな連携関係が出来たこ

とが大きい。環境省の部局としては、PCDより、WRDにとって研究機関との連携は非常に

重要な効果だったと思う。 
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